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大都市圏の空港容量の確保 
国際拠点としての機能強化 
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羽田空港再拡張事業 

羽田の容量は既に満杯 

現状のままでは、新たな増便が不可能 
利便性の高い多頻度運航に制約 
適正な航空会社間の競争促進に制約 

羽田空港再拡張事業の事業化（H16年度：107億円） 

羽田空港再拡張事業により 
国内航空のボトルネック解消 

再拡張事業の意義 
発着容量の制約の解消 
多様な路線網の形成・多頻度化による利用
者利便の向上 
航空市場における真の競争を行わせるため
の環境整備 
都市の国際競争力強化（都市再生） 
地域交流の促進、地域経済の活性化 

民間からの提案 

滑走路整備事業 
（約6,900億円） 

大規模発注 

設計・施工一括発注方式（工費・維持管理費・工期の確実性を担保） 

工法選定を含む一般競争入札 
（実質的な入札時VEの導入） 

民間の技術提案（VE）を随時受付 
（入札後もVEを随時受付） 

今後ともできるだけコスト縮減 

空港計画の工夫　等 

※1　滑走路の整備による増便については、遅延防止のため段階的に実施 
※2　滑走路占有時間短縮に伴う発着枠の増加（H15.7.18） 

発
着
回
数（
回
／
日
） 

600

定期便 
発着枠 640 640

702 702
754

782

※1

※1
※2

新B滑走路供用開始 

40便／時、40.7万回／年、557便／日＝1,114回／日 

29便／時 
28.5万回／年 
391便／日 

沖合展開事業による 
再拡張により 

新C滑走路供用開始 
沖合展開事業による 

1997 
（H9） 

1998 
（H10） 

1999 
（H11） 

2000 
（H12） 

2001 
（H13） 

2002 
（H14） 

2003 
（H15） 

（年度） 

発着容量が 
1.4倍増加 

財源スキーム 
整備事業費の約2割程度、概ね
1,300億円について、地方公共
団体が無利子貸付にて協力。 

国際線地区のターミナル、エプロン等
整備については、PFI方式により、民間
活力を導入して整備 

税制上の支援措置 
新設滑走路等に係る国有資産交
付金の特例 
供用開始後10年度分の交付金
算定標準を1/4(現行1/2)

残りの事業費については、総額
概ね、国費（一般会計から受入）：
財投＝３：５の比率で手当て。 

特別措置法の制定 
地方公共団体が国に対し無
利子貸付ができることとす
る等所要の措置を講ずる。 

コスト縮減について 
概算要求・予算編成課程において約10％コスト縮減 

入札・契約方式の工夫、民間ノウハウの活用 

国際線地区のターミナル、エプロン等：PFI方式 

ボトル ネック 

ターミナル、エプロン等整備事業 
（約2,000億円） 

羽田空港再拡張事業の効果 

都市の国際競争力の強化 
（都市再生） 

地域交流の促進 
地域経済の活性化 

多様な路線網の 
形成・多頻度化による 
利用者利便の向上 

航空市場における 
真の競争を行わせる 
ための環境整備 

羽田再拡張事業に伴う全国的経済波及効果 

※羽田再拡張後、国際線を年間3万回導入と仮定した場合の国土交通省試算 
※税収は、国・地方税を合わせた額 

生産額増加 
約1兆9千億円 

税収増加 
約2,200億円 

雇用増加 
約18万人 

1都3県で 

約1兆2千億円 
1都3県で 

約11万人 
1都3県で 

約1,300億円 

容量 
制約 

容量

約1.
4倍増

羽田
路線
の

便数
増加

観光交流・ 
産業振興の推進 

地域間交流の 
飛躍的な増大 
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暫定平行滑走路2,180m

A滑走路4,000m

平行滑走路 
2,500m

新滑走路の建設工法 

成田空港 

桟橋工法 

現　　状 

喫緊の課題 

設置管理者 
　成田国際空港株式会社 
 
平成14年度実績 
　旅客数　　2,973 万人 
 
　貨物量　  203.9 万トン 
 
　発着回数　 17.7 万回 

発着枠の増加 

平行滑走路（2,500m）等の早期整備 

地元との協議による更なる発着枠の拡大 

国内線枠の大幅増（5千→2万回
／年）により、国際線・国内線の
乗継利便が向上 

1 埋立・桟橋組合せ工法 2 浮体工法 3

計508ブロック 

多摩川護岸延長 

係留ドルフィン 
ゴムフェンダ 

海底地盤 

浮体本体 

（※工期・工費（維持管理費を含む）は、各工法を提案した団体からのヒアリング結果より。） 

（国際：2,862万人、国内：111万人） 

（空港管理状況調書より） 

（国が100％出資の特殊会社） 

（国際：203.0万トン、国内：0.9万トン） 

暫定平行滑走路（2,180m）供用開始 

空港機能向上 

（13.5万回→20万回（1.5倍）に増加） 

平成14年度国内線発着回数＝1.2万回（2.2倍） 

平成14年度実績（対13年度比） 
発着回数： 
旅　客　数： 
貨　　物： 

36％増加 
19％増加 
26％増加 

経営の一層の効率化 
利用者利便の向上 
会社の業務運営の自由度が向上 

民営化 

現在、空港容量をほぼ一杯に使用。現状のままでは、数年内
に容量が一杯になることが予想される。また、暫定滑走路の
誘導路構造、上空の混雑等により、恒常的に遅延が発生する
など、運航上の諸制約が既に発生。 

今後、我が国が世界的な国家間競争を行っていく中で重要な
役割を担う成田空港においては、我が国の国際競争力を向上
させるための方策が必要。空港利用に係るトータルコスト
の軽減、利用者サービスの向上が必要。 1990 

（H2） 

発着枠 
13.5万回 

20万回 

17.7 
万回 

19.5 
万回 

24.3 
万回 

発着回数 

2002 
（H14） 

2007 
（H19） 

（年度） 2012 
（H24） 

暫定平行滑走路 
オープン 

地元との協議の上 
発着枠の増加 

需要の増大に対し、機材の大型化等による対応が可能 

新規事業への進出が容易に 

成田新高速鉄道の整備によるアク
セス改善 

アクセス強化 

発着回数の実績及び将来予測 

都心からの所要時間を大幅短縮 

成田と都心との鉄道アクセス時間 

就航路線 

使用機材 

2,180ｍ（暫定平行滑走路） 2,500m

B767等の中型機中心 B747も含めた全供用機材 

離陸：アジア等の近距離中心 
着陸：米国、欧州も可能 

近距離中心に、米西海岸
（B747ならハワイ）ぐら
いまで離陸可能 

完全民営化に向けて、平成16年
4月全額国出資の特殊会社に 

整備後 
36分 

京成スカイライナー 
約1時間 

工期：2.5年　工費：6,080億円 工期：2.5年　工費：5,897億円 

1ブロックの構造 

ジャケット 

多摩川流域：桟橋工法 

多摩川 

第一航路側：埋立工法 

工期：2.6年　工費：5,780億円 
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0%

100%

15%

関西国際空港 

関空では、国際線と国内線が両輪となって空港が機能している。 
ただし、国内線については、伊丹空港への路線の集約等により、十分とは言えない状況 

国際線・国内線の乗り継ぎ（関西国際空港） 

現　　状 

国内線 

国内線便数 
合計：207便／日 
伊丹：146便／日 

関空：61便／日 

国際線 国際線・国内線の割合 

乗り継ぎ  

2期事業 

関空会社の経営状況 

需要予想 

設置管理者 

抜本的な経営改善 

2期事業については、予定通り用地造成を進めることとし、供用開
始に必要な施設の整備については、今後の需要動向や会社の経営状
況等を見つつ実施 

関西国際空港株式会社（国が2/3出資の特殊会社） 

平成14年度実績 
旅 客 数  1,692万人（国際：1,044万人　国内：648万人） 

国際線・国内線の乗り継ぎを容易とする我が国の国際拠点空港 

貨 物 量  76.7万トン（国際：71.6万トン　国内：5.2万トン） 
発着回数 10.8万回 

関空・伊丹における国内線発着状況 

国際定期便就航便数の推移 

航空会社数 
就航国（地域）数 
就航都市数 
就航便数 

52社 
32ヶ国 
76都市 
694便／週 

就航都市 

国内線旅客のうち 
国際線との 

乗り継ぎ旅客の割合 

乗り継ぎ旅客の 
利用国内路線別割合 

旅客ターミナルビルの乗り継ぎ動線 
（上下移動のみで可能） 

・平行滑走路供用開始までの事業費を4,500億円（約3割）削減 
・予定されていた無利子資金は、平行滑走路供用（一部後年度）までに全額
拠出 

○用地造成事業費 
　1兆1,400億円→9,000億円 

○施設整備事業 
　4,200億円→2,100億円 

無利子資金の比率が向上（1/2→2/3）し、収支採算性が大幅に改善 

今後3ヵ年間を経営改善集中期間と位置付け、Ｈ15.3に経営改善
計画を策定、今後着実に実施 

一層の利用促進 
自治体・民間と一体となった取り組み 

新たな補給金制度の創設 
仮に需要の伸び率が予測を50％下回った場合においても、確実な
債務償還が可能 

⇒税等の固定的な部分を除いた運営経費の約30億円削減及び約1割の人員
削減 
⇒民間的経営感覚をより一層強めた「営業」会社へ 

⇒補給金 90億円（平成15年度から） 

事業スキームの見直しを実施 

平成14年度の経営状況 

航空旅客の実績及び将来予測 

1994(H6)
定期便発着回数 

2000(H12) 2007(H19) 2012(H24)

12.1万回 (1.7%)

(2.0%)2,036万人 
2,340万人 

1,580万人 
1,287万人 

749万人 

760万人 

2,990万人 
旅客合計 

国際旅客 

国内旅客 

2,080万人 

910万人 
(3.0%)

(0.2%)

(5.0%)

(5.7%)

(3.7%)

(  )内は年平均伸び率 

(4.2%)13.6万回 16.7万回 

（年度） 

営業損益は、開港以来一貫して黒字 
経常利益は利子負担のため赤字であるが、償却前損益
は開港後2年目から黒字 
　⇒　積極的に有利子債務を償還 
H12、H13年度の2年間で約30億円の経費削減を実施 
H10～H14年度の5年間で91名の管理運営部門の人
員削減を実施 
伊丹空港の騒音問題等から環境に配慮して海上空港と
して建設された経緯等により、巨額の用地造成費等を
要し、過大な有利子債務が存在 

※ 有利子債務残高 
　 　　　　　＝ 9,974億円 

＋177億円 
＋178億円 
▲155億円 

営 業 損 益  
償却前損益 
経 常 損 益  

将来の完全民営化につながる条件整備が必要 

関空会社の経営改善策 
安定的な経営基盤を確立するため、経営改善を進め、 
有利子債務の確実な償還を期す等のための措置を実施 

国際 
国内 

41.2％ 58.8％ 

発着回数 
10.8万回 

194便／週 

（2004年夏ダイヤ） 

※2004年夏ダイヤは計画便数 
（2004年3月末把握状況） 

年間処理能力 
16.0万回 

200

100

20

10

30
40

0
H5

H6.9 H10.9 H15.9

H10 H15

（便/日） 

（都市） 

200

400

600

800
（便／週） 

伊丹：194便 

338便 

合計：694便 

旅客便：569便 

貨物便：125便 

312便 

03 
夏 

04 
夏 

02 
夏 

01 
夏 

00 
夏 

99 
夏 

98 
夏 

97 
夏 

96 
夏 

95 
夏 

94 
夏 

就航都市数 

伊　丹 
338便／週 
開港後 

694便／週 
現　在 伊丹：32都市 

関空：20都市 

釧路 

女満別（季節運航） 

稚内（季節運航） 

福江 
（季節運航） 

庄内（季節運航） 

2004年4月現在就航している都市 
（季節運航を含む） 
現在運航していない都市 

※これまでの就航都市数：37都市 

旭川 
札幌 

函館 
青森 
秋田 

新潟 
富山 

松本 
成田 

奄美 

那覇 
宮古 石垣 

米子 

熊本 

対馬 
福岡 

長崎 

大分 

宮崎 鹿児島 

松山 
広島西 

徳島 
高松 
高知 

東京（羽田） 

三沢 
花巻 
仙台 

山形 

帯広 

関西国際空港 

関空開港 

関空開港 

アメリカ同時 
多発テロ 

東京線 
34.7%

福岡線 
22.0%

四国各線 
21.3%

新千歳線 
11.2%

沖縄線 
8.6%

その他 
2.1%

関西空港駅 

旅客ターミナルビル 国際線旅客 
国内線旅客 国際線 

国際線 到着 

到着 

到着 

出発 

出発 

国内線 

A滑走路3,500m

B滑走路4,000m 1期空港島 

平行滑走路供用までの事業費 

（平行滑走路供用以降継続事業（1,000億円）） 

（平行滑走路供用以降、需要に応じて整備（2,100億円）） 

2期空港島 
（平成15年度末で約8割埋立完了） 

サテライト 

旅客ターミナルビル 
（二期本館） 旅客ターミナルビル（一期） 

鉄道駅 

連絡誘導路 

空港連絡橋 
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管制塔耐震化などにより既存空港の
安全を確保します。

空港施設の維持・更新などにより既存空
港の機能を健全な状態に保持します。
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インライン検査システムの導入

液体物検査装置の導入

爆発物検査装置

新型Ｘ線装置

参考資料
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